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首都直下型地震などの災害に対しては様々な対策や研究が進められている． 本
稿では，大学のキャンパスなどに代表されるような施設を対象として，災害時の
被災情報を施設の利用者から収集することによって，施設内の被災状況をリアル
タイムに表示できるマップ作成システムを提案する． 
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Various disaster (e.g., capital earthquakes directly above their epicenters) prevention 
countermeasures and the researches have been improved for many years. However, most 
of the countermeasures that have been implemented are classified in “Kojo” that are 
implemented by public sectors, therefore the importance of “Jijo”(countermeasures 
implemented by each person) and “Kyojo” (countermeasurs implemented by mutual 
help) are increasing. In this paper, the authors propose a disaster situation mapping 
system that enables to gather real-time disaster situation information by location, and 
disclosed to users. 

 
 
 
 
 
 
 
 

1. はじめに  

首都直下型地震などの災害に対して様々な対策や研究が進められているが，そのほ

とんどは市区町村などの地域における公的エリアを含む広い範囲を対象としたもので

ある．そのような広い範囲を対象としたシステムでは，地域全体の被害の実態の把握

や，より良い対策を実施できるという利点がある一方で，建物内の部屋のような細か

な単位までは扱いきれないという問題がある．大学や大規模商業施設のように，災害

時にその組織内に対策本部を設置して状況の把握やコントロールを行う施設において

は，災害発生時，施設全体という大きな単位だけではなく，施設の内部の部屋という

細かな単位に目を向けることでより良い救助活動や復旧作業を行うことができるので

はないかと考えられる．本稿では，大学のキャンパスなどに代表されるような施設を

対象として，被災時に有用な情報を地図上で共有するためのシステムを提案し，プロ

トタイプを構築した結果について説明する． 
まず，防災システムに関する既存の主な研究について調査し，類型化した結果につ

いて述べる．次に既存の研究の中で，本稿において提案するシステムの位置づけを確

認し，フォーカスした対象から求められるニーズについて考察する．そして，構築し

たシステムの概要について説明し，得られた評価について触れる．最後に，本研究の

まとめと今後の展開について述べる． 
 

2. 防災システムに関する現状 

本章では，防災システムの動向，国や自治体，企業などによる研究について述べ，

そして大学のキャンパスなどのような施設における防災において求められているもの

とは何かを説明する． 
2.1 動向 
防災には大別して「公助」・「共助」・「自助」の 3 種類がある．公助とは，自治体を

始めとする警察・消防・国などの行政機関，ライフライン各社を始めとする公共企業，

こうした機関の防災対策活動を指す．防災科学技術研究所など複数の研究機関によっ

て作成された「危機管理対応情報共有技術による減災対策[1]」や，都市防災研究所を

始めとする機関によって作成された「防災まちづくり支援システム[2]」などが公助の

例として挙げられる．自助は住民などが自らを災害から守ることを指す．自助による

取り組みとしては，非常食の準備などの被災対策，住宅の耐震補強が挙げられる[3]． 
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共助とは地域社会が互いを助け合うことを指し，自助と公助の中間に位置づけられる．

自助だけではできないこと，公助だけでは間に合わないことを，地域の住民や自治体

が協力し合い，被害を減らすことを目的としている． 
現在の防災対策は，自治体向けなどの公助に類されるものが多く，自助や共助を目

的としたものが今後ますます必要になると言われている．平成 20 年版の防災白書にお

いても「防災対策は，自助，共助，公助の三要素が効果的に組み合わせられることに

よって効果を挙げることができる」とされており[3]，効果的な防災対策を施すために

も，自助や共助による防災対策を推進することは重要であると考えられる． 
2.2 関連研究 
本節では，防災システムに関連する既存研究の整理と分類を行う．調査対象とする

既存研究は「1.防災というテーマを掲げており，2.システムを作成した」という条件

を満たしているものをとりあげ，26 本の論文について調査した（[8]～[33]）．また，

時期については，阪神淡路大震災以降の研究のみを対象とした．分類項目については，

「(a)使用者」，「(b)「公助」・「共助」・「自助」の区分」，「(c)システム稼働のタイミング」，

「(d)対象範囲」，「(e)使用場所（屋内・屋外）」，「(d)使用端末」，「(e)用いた技術・手段」

とした（表 1）． 
表 1(a)はシステムの使用者による分類である．その他については，具体的には大学

や企業を使用者としている．自治体が圧倒的に多く，23 件で 88%を占めている．大学・

企業などは 2 件，個人は 1 件のみである．「公助」・「共助」・「自助」の区分については，

公序が 19 件(72.1%)で最も多く，共助がその次に位置するが，5 件と少ない（表 1(b)）．
災害発生時より前において使用されるシステムか，それ以降において使用されるシス

テムかといったシステム稼動のタイミングについては，事後のものが多く，過半数を

占めている（表 1(c)）．事後では災害発生直後に用いられるのか，時間が経過した後に

用いられるのかも考慮に入れた．対象範囲については，公的エリアなどの大きな範囲，

大学・企業などの大規模プライベートエリアといった中程度の範囲，個人商店や個人

宅などの小さな範囲でカテゴライズした．公的エリアを対象とする大きな範囲が

84.6%を占めている（表 1(d)）．使用場所（屋外で使用するシステムなのか，屋内で使

用するシステムなのかの区分）については，屋外が 73.1%を占めており，屋外と屋内

の両方を対象としたものは 5 件である(表 1(e))．  
 ここまで使用の対象や状況などについてみてきたが，自治体，公助，公的エリアを

含む，地域などの大きな範囲を対象とする大規模が多いということが伺える．企業や

大学などに代表されるような，門で区切られたプライベートなエリアであり，災害時

に自ら対策本部を設置して活動するような施設において，屋外と屋内を網羅した詳細

をサポートする防災システムは共助の面からも有効であるのではないかと考えられる．

また，システム稼動タイミングについては，事後が多いが，何か起こった時に使用す

ることを想定して，普段は使用しないシステムを災害時に使用することは現実には難

しいということも指摘されている．災害時に初めて使うものでなく，普段から使える

システムであれば，有効性は一層増すものと考えられる． 
次に使用端末や用いている技術についてみてみる．一般ユーザが使用できる端末な

のか，専用端末などを使用する必要があるのかで分類したところ，PC・携帯端末など

一般に普及しているものが 57.7%を占めているが，専用端末によるものも半数近くあ

る(表 1(f))．システムの実装に用いている技術・手段については，RFID(Radio Frequency 
IDentification)・IrDA(Infrared Data Association)・Bluetooth・PHS・無線 LAN 位置検出のい

ずれかを使用しているものを無線センサとカテゴライズした．用いている技術につい

ては，GIS・web-GIS が多い(表 1(g))．  
 

表 1 防災関連研究の分類  

(a) 
使用者 

項目 論文数(%) (e) 
使用  

場所 
（屋内・ 
屋外） 

項目 論文数(%) 

自治体 23 88.5 屋外 19 73.1 
個人 1 3.8 屋外・屋内 5 19.2 
その他(*1) 2 7.7 屋内 2 7.7 

合 計 26 100.0 合 計 26 100.0 
(b) 

「公助」・

「共助」・

「自助」・  

の区分 

項目 論文数(%) 
(f) 
使用  
端末 

項目 論文数(%) 

公助 19 71.2 PC・携帯電話 15 57.7 
共助 5 19.2 (web など) 
自助 2 7.7 専用端末 11 42.3 

合 計 26 100.0 合 計 26 100.0 

(c) 
システム

稼動の

タイミン

グ 

項目 論文数(%) 
(g) 

用いた

技術・ 
手段   

項目 論文数(*2) 

事後(初期対応) 15 57.7 GIS・web-GIS 17 － 
事前 7 26.9 無線センサ 6 － 
事前・事後 4 15.4 GPS 4 － 
事後(復興支援) 0 0.0 その他(QRコード） 1 － 

合 計 26 100.0 合 計 28 － 

(d) 
対象 
範囲 

項目 論文数(%)  
(*1)具体的には大学・企業など． 
(*2)該当する論文数は延べ数なので，比率を

割愛するものとする． 

大 (公的エリア

を含む地域) 22 84.6 

中 (大学・企業

などの大規模プラ

イベートエリア) 
4 15.4 

小 (個人商店・

個人宅など) 0 0.0 

合 計 26 100.0 
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2.3 大学キャンパスのような施設の防災に求められるもの 
本節では，大学のキャンパスに代表されるような施設の防災に求められているもの

について考察する．大学のキャンパスには，特有にみられる傾向や特徴があり，それ

らに対応することが必要と考えられる．以下は特有の防災上の課題である．この内容

は大学などの施設内でヒアリングを行った結果などをもとに整理したものである． 
まず人の問題については，キャンパス内では，構内にいる人の特定が難しいという

ことが挙げられる．授業中であっても履修している学生全てが出席しているとは限ら

ず，また，授業以外にも自習やグループによる課外活動，食事をしている学生などが

いることも多い．教員についても，複数のキャンパスを行き来することもあり，学内

にいるか学外で打合せや作業をしているかの把握が難しい場合もある．また，地域住

民がキャンパスを訪れる場合もある．平常時には，オープンライブラリなど広く一般

に公開した催し物があり，被災時には避難場所として地域住民を受け入れる． 
場所の問題については，大学キャンパスでは校舎のレイアウトが複雑であることが

挙げられる．小・中・高等学校は，教室棟，体育館，プールなど比較的わかりやすい

構造である場合が多いが，大学の場合は，建物の形状がさまざま（建築した時期や，

研究分野ごとに異なる特性によるものもある）であり，公道をはさむような場合もあ

り，傾斜地のキャンパスも少なくない．また，部屋（教室・研究室）の配置が必ずし

も周知されておらず，目的地にたどり着きにくいといった場合もある． 
管理体制については，一つのヒエラルキー（本社－本部－部－課）で構成されてい

る企業とは異なり，職員には部・課単位の組織があるが，教員・学生はその組織体制

とは異なる体系にある．また，構内の利用状況に波があり，把握が難しいことも特徴

として挙げられる．（企業の場合は，勤務時間が決められていて，時間外勤務の人数は

警備室で把握されている．）防災訓練の実施が困難であることも特徴である．授業期間

内の実施は困難であり，授業時間外や休日に実施しても学生不在で職員だけの訓練で

は現実味がないという声も多い．また，災害時には対策本部を組織内に設置して動く

ことが必要であるが，建物が点在しており，状況の把握に時間がかかるということも

特徴として挙げられる． 
 

3. キャンパス内における防災マップの提案 

現在，防災マップと呼ばれるものにはいくつかの種類がある．まず，昔から用いら

れている紙媒体の防災マップである．これは，特定の地域の危険箇所をあらかじめ記

入しておく防災まちづくりマップや，被災後に災害対策本部で被害状況などの情報を

手作業で記入するマップなどがある．これらは，地図への情報の記入に手間がかかる

という問題や最新の情報に更新されるまでのタイムラグが長いという問題がある．次

に，Web を媒体とした防災マップがある[4]．これは，公的エリアなどの大きな範囲の

情報をデジタル情報で整理することができ，Web を介することで離れた場所からでも

情報を得ることができるという利点を持っている．さらに，紙媒体の防災マップと比

較して情報の更新が容易なため，より新しい情報を保持できるという利点を持ってい

る． 
これらの防災マップは傾向として，対象としている地域が屋外で，情報は災害対策

本部に集約され，得られた情報は管理者だけが使用できるという特徴を持っている．

国レベルのプロジェクトで，災害本部に集まる情報を，電話を受けた担当者がそれぞ

れ紙に書いていた作業を，リアルタイムで電子化しようとしているものもあるが，管

理者向けのシステムであり，一般市民がユーザとして情報を共有できるものではない

[5]．  
国や自治体が使用する公的エリアなどの大きな範囲を対象とした防災マップであ

れば，管理者が情報を集約できることで有効な対策を行うことができると考えられる．

しかし，対象が大学のキャンパスなどに代表されるような施設の場合，国や自治体か

らの救済を待てない可能性もある．大学のキャンパスなどに代表されるような施設を

対象とした防災マップについては，国や自治体が使用する公的エリアなどの大きな範

囲を対象とした防災マップとは異なる機能も必要となる．こういったニーズを満たす

ために，本稿で提案するシステムについて次節以降に述べる． 
3.1 本稿で提案する防災マップの目的 
本稿で提案する防災マップは，大学のキャンパスを取り上げ，キャンパス内にある

建物ごとの教室などの詳細な場所の被災情報を管理する．そして，教室などの施設内

の場所単位で，施設内で直近に把握された情報をユーザ発信型で集約し，更新を行う．

また，防災マップ上で把握されている最新の状況を，その施設の災害対策本部の管理

者だけでなく，多くのユーザが見ることができるようにすることで，その場にいる人

同士での迅速な救援活動に繋げることができる．特に，大学のキャンパスなどに代表

されるような施設では，防災を担当する人員が常駐しているとは限らないことからも，

そのようなユーザ同士の情報共有による共助は有効であると考えられる． 
3.2 技術的・環境的要件 
情報のリアルタイム性を確保するためには，現場に居合わせた人から最新の情報を

提供してもらい，それを最大限に活用するということが非常に重要である．したがっ

て，システムには特別な専用端末を用いるのではなく，携帯電話など一般に広く普及

していて普段から使い慣れている機器を活用することで，誰もが利用可能なユーザ発

信型のシステムとして実現することが望ましい． 
また，被災時だけ稼働するシステムでは実際の被災時にスムーズに使用できるとは

考えにくいと言われている．そのため，平常時から使えるシステムにすることによっ

て，被災時も平常時と同様に使えるシステムとすることが望ましい．そして，被災時
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にも通信可能な環境を整備するという意味で，遠隔地のキャンパスにもバックアップ

体制を置き，通信環境の確保を図ることも有効であると考えられる． 
 

4. システム概要 

本章では，これまでの関連研究・調査や提案を踏まえ，筆者らが作成した「キャン

パス内リアルタイム被災情報マップシステム」について説明する．本システムは，キ

ャンパス内にいる情報提供者によって発信された構内の被災情報を集約し，リアルタ

イムで構内マップへ反映するものである．このシステムは，QR コードや身近な携帯

電話を利用した Web アプリケーションとなっており，一般ユーザが情報提供者によっ

て更新された場所ごとの最新の状況を把握できる（図１）． 
4.1 システムの前提 
本システムは，以下の点を前提として作成されている． 

(1) システムが使われる災害の種類 
主として地震による災害を想定している．災害の規模としては，一部の建物が全壊

するほどの震度ではなく，稼働環境としての携帯電話とサーバが利用できる（または

短時間でそれらの復旧が見込める，あるいは，遠隔地サーバなどが利用できる）程度

の災害を想定している． 
(2) システムが使われる場所 

大学などのキャンパスに代表されるような施設を対象としている．災害発生後は，

広いキャンパス内の被災状況を効率的に集約して情報を発信するシステムが必要とな

ると予想される．本システムは同じような形態の施設であれば大学に限らず使用でき

ると考えられるが，今回は大学のキャンパスを想定して開発した． 
(3) システムの利用者 

被災時において，被災情報を提供する人とマップを利用する人は主として以下の人

を考えている． 

情報提供者：学生・教職員など，一時的に施設を利用する人（近隣住民など） 

マップ利用者：学生・教職員など，震災対策本部， 
一時的に施設を利用する人（近隣住民など）， 
大学の被災状況を知りたい人（学生の家族等） 
 

 
図 1 システム全体像 

 
4.2 システム構成 

 本システムは，キャンパス内にいる情報提供者が発信した被災情報を収集する「ロ

ケーション状況収集サブシステム」と収集された情報を構内マップに反映する「状況

マッピングサブシステム」の２つから成る（図 2）． 
(1) ロケーション状況収集サブシステム 

被災場所の状況をその場所にいる人が簡単に情報発信するためのシステムである．

本システムの使用に当たっては，まず施設内の教室や廊下などに情報を収集するサー

バ上の URL を記録した QR コードを掲示しておくことが必要になる．被災時に，情報

提供者は，掲示されている QR コードを携帯電話から読み取り，サーバ上の URL のシ

ステムにアクセスする．システムは，携帯電話に当該場所における被災状況や危険度

などの情報収集のための「状況データ入力画面」を送り，情報提供者はその内容に回

答して返信する．送信された情報は，CSV データや画像ファイルとして保存される（図

2）．  
「状況データ入力画面」の入力項目としては，状況を報告する場所（教室や廊下など

の単位），起きている災害の種類，立ち入り可能かどうかの項目，詳細状況のコメント

文がある．状況データ入力画面に表示されている項目を選択するだけではなく，コメ

ントを入力したり画像を添付したりして現場の詳細の情報を送ることも可能である． 
 

キャンパス
利用者など

現地情報

ここは安全
人が倒れてる！

サーバー上へ
保存

リアルタイムで地図へ反映

キャンパス情報提供者

災害対策本部

最善策を講じる
材料へ

被災情報マップ
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(2) 状況マッピングサブシステム 
サーバ上に保存された情報提供者から送信されたデータを読み取り，マップに反映

させるシステムである．一定時間間隔で，情報提供者から送信されたデータや画像フ

ァイルを読み取り，新しい情報があれば，その情報に合わせてマップに反映する（図

２）． 
 「状況マッピングサブシステム」のマップには，非常時に使用することが想定され

る AED，消火器，消火栓の設置位置が表示される．また，見る人が視覚的に被災場所

の危険度が理解できるようにするために，その場所の危険度の状況により赤・黄・青

の色で区分している．被災場所が立ち入り不可であるならば赤色，立ち入りに注意が

必要であるならば黄色，立ち入りが可能ならば青色となる．情報が提供された時刻も

合わせて表示される．また，被災場所の状況に応じて，「負傷者がいる」，「火災が発生

している」，「ガラスが破損している」，などの情報をアイコンで表示させている．画像

データがある場合は，地図へカメラマークのアイコンを表示させ，それをクリックす

ることにより画像閲覧が可能となる（図 3）． 
教室などの領域は，PDF ファイルの構内の全体地図に教室や廊下などをブロック単

位に区分して色を変更できる別レイヤーをかぶせることで，地図上の教室などの状態

の色分けを実現した．また，地図には拡大縮小の機能があり，全体を概観したり，場

所を限定して詳細に表示させたりすることができる． 

 
図 2 キャンパス内リアルタイム被災情報マップシステムの構成 

 
図 3 被災情報マップ画面 

 
4.3 システムの評価 
本システムは，現在機能改善のための定性的評価を行っている．本節では，本シス

テムの定性的評価として得られた意見について述べる． 
本研究のこれまでの成果について学内外に発表した機会に得たコメントとしては，

「リアルタイムにマップを展開できる環境が整っていれば，いろいろな場所で生かせ

そうである」，「システムとして興味深かったが，イラズラをされるのでは？」，「色々

な情報をのせていていよいと思う」といったコメントがあったが，一番多かったのは

「災害時に役に立ちそう」というコメントであった．災害時に役立つだけではなく，

普段から使えるかどうかという点が懸念されたが，いくつかの施設の防災や管理担当

者に聞いたところ，「平常時から使えそうである，ただし，災害時の通信環境が不安で

ある」とのコメントを得た．筆者らが本研究で目指している，平常時から使えること

で災害時にも実効性のあるシステムということにつながるコメントであると考えられ

る． 
 得られたコメントの中で不安要素として挙げられるのが，セキュリティに関するも

のや，悪戯への懸念，通信環境に関するものである．セキュリティに関しては，防災

上の機密情報などを本システムに保持することは想定していない。また，現時点では，

倒れている人がいるという情報を発信する際に，倒れている人の個人情報は基本的に

状況データ入力
画面の送信

・CSVファイルへ変換

・ファイルをサーバに格納

サーバ上に
保存された

データ

･一定時間毎に更新情報
の有無を確認

・更新された情報があれ
ば地図に反映

格納

更新確認

地図へ反映

ロケーション状況
収集サブシステム

状況マッピング
サブシステム

QRコード
読み取り

状況データ入力
画面の取得
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送らないことを想定している．今後，より救助の効果を高めるために倒れている人の

詳細な情報を発信できるようにすることを検討する際には，情報によっては管理者だ

けしか見られないようにするなどの考慮が必要となると考えられる．悪戯など悪意あ

る不正確な情報への対策については，現時点では詳細までは検討していないが，将来

的にはロケーションごとの最も新しい情報を表示するとともに，その場所や周りの場

所の情報の経過情報と比較して傾向なども分析できるようにできれば，とも考えてい

る．また，被災時の通信環境への不安については，1995 年 1 月 17 日に発生した阪神

淡路大震災で，神戸大学が翌日にネットワークへの接続が復旧していたという状況を

考えると，全く使えないケースが多いとは考えにくい[6]．また，サーバについては，

遠隔地のキャンパスにも分散して設置することでリスク分散が可能となる． 
  

5. 今後の展開 

本システムの今後の展開としては，以下のものがあげられる． 
・位置情報検出手段の検討 

本システムでは，QR コードを携帯電話に読み取らせることによってサーバにアク

セスしている．地震の被害状況にもよるが，被災時においては，QR コードが簡単に

探せない場合や，QR コードが汚損して正しく読み取れない場合もあり，これらの場

合の対処方法については課題が残っている．その課題に対応するために，無線 LAN
を用いた位置検出技術を使用することによって，情報発信場所の特定ができないか検

討していきたい[7]． 
・構内マップの作成方法の改良 
 本システムで用いた構内マップは，大学の既存の構内地図を PDF ファイルに変換し

た上で，危険状況の色を表示する領域をブロック単位で分割したものを別レイヤーと

して作成して，両者を合わせて表示している．キャンパス全域のマップをこの方法で

作成した場合，作業量が膨大になると想定される．今後使用するマップについては，

既存の構内マップに位置情報を付加するなどの方法を検討して簡易な作成手法を考案

したい． 
・収集可能な情報の多様化 

現在，情報の種類として扱えるものは，状況データ入力画面に対する回答と文章に

よるコメントと写真情報である．しかし，緊急時には，音声を用いて震災対策本部の

管理者に状況を伝えたい場面や動画を利用した方が効果的な場面もある．これらの音

声情報や動画なども他の情報と併せて扱えるようにすることで，一層有効なシステム

にしていきたい． 
 

・災害状況のタイムライン表示機能の検討 
本システムは現在，収集した最新の情報をマップに表示する機能のみを持つ．震災

発生から現時点までの途中過程で発信された情報は保存されているので，これらの情

報を利用して，時間経過にあわせた状況変化の過程を表示できる機能を加えることも

考えられる．また，最新の情報が追加されていない場所については，時間経過ととも

に情報が古くなったことを明示できるようにすることも必要であろう．被災状況のタ

イムライン表示は，刻一刻と変化する災害復旧現場において重要な機能になると考え

られるため，今後の機能拡張を検討していきたい． 
 

6. おわりに 

本稿では，キャンパス内の被災状況をその場所にいる人が情報発信し，それを集約

することによって，災害対策本部等の管理者がキャンパス内の状況を把握するととも

に，キャンパス内の別の場所にいる人々も最新の情報を共有できる双方向型のシステ

ムを提案した． 
従来の被災時の情報管理方法としては，施設内の災害対策本部において，文書や口

頭，電話等で報告された災害情報を紙にマッピングして利用するものが多く，この方

法では管理に手間がかかる上に，多くの人と情報を共有することも難しい．本システ

ムは，これらの問題を考慮して，ユーザが発信した情報をシステムで集約してリアル

タイムにマップに表示することを可能とした． 
キャンパスにおいては，被災時に不特定多数の人が一定期間，同じ構内を共同で助

け合いながら利用することが想定される．今後も，キャンパスを利用する人々の「共

助」に役立つシステムの開発を目指していきたい．また，本システムで目指した，平

常時から活用できるシステムにすることによって，非常時の活用を促進するという意

味合いを一層推進していきたいと考えている．そのためにも，平常時の活用効果をよ

り高める方法も検討していく予定である． 
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